
別記第１１号様式（第８条関係） 
事  業  実  績  書 
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 注１ 「費用負担の対象となる期間」欄には，市長が承認した任用期間内（出産日が出産
     予定日より早くなった場合は，市長の承認に関わらず，出産日後８週間目までの日，
     出産日が出産予定日より遅くなった場合は，出産予定日の翌日から出産日までの期間
     を除く。）で，かつ，施設が実際に任用した期間とすること。 
  ２ 「Ｅ」欄は，「Ｄ］欄の期間内で産休等代替職員が施設に勤務した日（有給休暇含
   む） とすること。 
  ３ 「補助金算定賃金日額」欄は，市長が承認した賃金日額とする。ただし，施設がこ
     の額を下回る額で支出した場合は，その支出した額とする。 


